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ＡＢＣ分析汚水処理原価（単位：円）

汚水処理
原価（円）

割合

11.72 8.5%

14.65 10.6%

55.47 40.2%

8.53 6.2%

47.54 34.5%

137.91 100.0%

ＡＢＣ分析結果（公共下水道事業）

※令和６年度決算（令和６年４月１日から令和７年３月３１日）数値より

259,958,294

843,382,351

2,446,428,993

下水道事業における全般的な管理事務を行う活動費用

集められた汚水を浄化するための費用

計

汚水を汲み上げ浄化センターまで流す費用

家庭等からの汚水を浄化センターまで集めるための費用 983,902,439

151,263,166

検針、料金徴収等の費用

令和６年度末現在

ＡＢＣ分析のイメージによる結果

税抜額（円）

207,922,743

年間有収水量 17,739,267㎥

（公共下水道事業に含まれている雨水処理・バイオマス受入に関する費用は控除し、汚水に関する費用のみの分析）
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ＡＢＣ分析による１ｍ３

当たりの汚水処理原価
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２． 参　考

会計費目別汚水処理原価（単位：円）

汚水処理
原価（円）

割合

23.72 17.2%

34.06 604,211,480 24.7%

8.95 158,790,661 6.5%

18.88 13.7%

34.60 25.1%

3.47 2.5%

10.33 7.5%

3.90 2.8%

137.91 100.0%

３． ＡＢＣ分析グラフ

計 2,446,428,993

修繕費 61,490,419

動力・薬品費 183,231,690

その他物件費 69,261,718

支払利息

税 抜 額 （ 円 ）

613,758,960

人件費 420,696,165

減価償却費（長期前受金戻入差引き後） 334,987,900

委託料

負担金

減価償却費
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ＡＢＣ分析結果による汚水処理原価の内訳

人件費 委託料 負担金

修繕費 動力費・薬品費 その他

減価償却費等 支払利息 その他営業外費用

検針、料金徴収等の費用

家庭等からの汚水を浄化セン
ターまで集めるための費用

汚水を汲み上げ浄化センター
まで流す費用

下水道事業における全般的な
管理事務を行う活動費用

集められた汚水を浄化するた
めの費用
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14.65円

55.47円

8.53円

47.54円

支払利息



【分析結果】

汚水処理原価は本年度137.91円で、原価に占める割合の約半分（40.2％）を「家庭等からの汚水を浄化セン

ターまで集めるための費用」が占めています（55.47円）。

また、汚水処理原価を構成する会計費目では、支払利息（25.1％）や委託料（24.7％）の割合が高くなってます。

下水道事業は、水道事業と同様に「装置産業」といわれ、資産のほとんどが管路施設（汚水を浄化センターまで

集めるための施設）や処理施設（集められた汚水を浄化するための施設）で占められています。これらの施設整

備には多額の資金を要しますが、管渠整備事業（新しい管路施設整備）を行ってきた下水道事業においては、そ

の財源として多額の借入金に頼らざるを得ないのが現状です。

「家庭等からの汚水を浄化センターまで集めるための費用」が最も高い割合となっているのは、下水道施設の大

部分が管路施設で占められているために、管路施設に係る減価償却費や施設整備のための借入金に係る支払

利息が多額になるためです。

今後は本格的な維持管理の時代となり、老朽化した施設の更新・改築が課題となってきます。その際、できるだ

け借入金ではなく自己資金による施設整備を行っていくことが、利息負担の軽減、ひいては下水道使用料の負担

軽減につながりますが、そのためには強固な財政基盤を構築する必要があります。
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